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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第142期

中間連結会計期間
第143期

中間連結会計期間
第142期

会計期間
自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日

自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日

自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日

売上高 （千円） 11,168,805 11,989,499 22,784,819

経常利益 （千円） 653,280 791,733 775,412

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 500,918 535,592 728,163

中間包括利益又は包括利益 （千円） 498,656 521,131 909,807

純資産額 （千円） 10,548,696 11,351,731 10,959,327

総資産額 （千円） 32,297,713 32,455,743 33,195,800

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 19.51 20.86 28.36

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.7 35.0 33.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,047,907 971,129 2,042,978

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △245,229 △76,807 △982,853

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △655,662 △972,890 △1,112,167

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,095,927 1,818,301 1,896,869

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　令和４年10月28日。以下「令和

４年改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び

前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となって

おります。なお、令和４年改正会計基準については第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用

し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　令和４年10月28日）につい

ては第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、当中間連結会計期間

に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

　①財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間のわが国経済は、雇用・所得環境が改善するなか、円安を背景としてインバウンド需要が増

加するなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、地政学リスクの高まり、原材料価格やエネルギー

価格の高騰などによる物価上昇、人手不足など、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　このような状況のなか、当社事業エリアにおいても、乗合バスおよび貸切バスの運賃改定の効果やインバウンド

需要の増加などにより、自動車運送事業の業績は好調に推移しました。また、生活創造事業でも、飲食事業でテイ

クアウトや新商品の販売が引き続き好調に推移したほか、不動産賃貸事業や民間企業の福利厚生施設等の受託事業

も堅調に推移しました。

　この結果、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ740,057千円減少し、32,455,743千円となりまし

た。

　当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,132,461千円減少し、21,104,011千円となりま

した。

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ392,404千円増加し、11,351,731千円となりま

した。

 

ｂ．経営成績

　当中間連結会計期間の売上高は11,989,499千円（前年同期比7.3％増）となりました。一方、費用面では原材料

価格の高騰による売上原価や燃料油脂費などの増加に加え、人件費をはじめとした諸経費の増加などもあり、営業

費用も増加しましたが、営業利益は687,877千円（前年同期比9.5％増）、経常利益は791,733千円（前年同期比

21.2％増）となりました。これに特別損失を減じ、法人税等を控除した親会社株主に帰属する中間純利益は

535,592千円（前年同期比6.9％増）となりました。
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　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

　　自動車運送事業

　乗合事業では、沿線人口の減少などの影響が続いているものの、本年２月に実施した運賃改定の効果やインバ

ウンド需要の拡大などもあり、路線バスは生活路線、観光路線ともに好調に推移しました。一方、輸送コストが

増加するなか、公共性の保持と生産性の向上を図るため、前年に引き続き関係自治体との路線維持協議を進める

とともに、顧客確保と地域活性化を目的に昨年３月に導入した金額式ＩＣカード定期券「ＣＩ-ＣＡｐｌｕｓ」

の販売拡大や、昨年７月に開始した訪日外国人観光客に対応した案内人「奈良バスコンシェルジュ」の充実など

に取り組みました。また、本年４月には、脱炭素に向けた取組みの一環として、大型電気バス（ＥＶ）の運行を

開始しました。さらに、空港リムジンバスの大阪空港線および定期観光バスでは、本年４月に運賃改定を実施

し、収益性の向上を図るとともに、本年７月には、定期観光バスの訪日外国人向けコースの運行を開始し、新規

需要の獲得と奈良の魅力向上に努めました。こうした結果、増収となりました。

　貸切事業では、基地局と観光バスをリモートで繋ぎ、一人のバスガイドが複数のバスを同時に案内することが

できる「リモート案内システム」を本年５月に本格稼働し、観光バスの新たな形態の創出を図りました。また、

一般団体やインバウンド団体の積極的な受注に努めたほか、昨年10月の公示運賃の改定効果もあり、増収となり

ました。

　タクシー事業では、猛暑日が記録的に続いたことや、自然災害が頻発したことによる出控えなども影響し、減

収となりました。

　貨物事業では、運送委託料金が引き上げられた結果、増収となりました。

　旅行事業では、外販営業の新規顧客の開拓に努めたほか、ビューティフルツアーでも特別感のあるツアーの造

成などによる集客を図った結果、増収となりました。

　これらの結果、当事業の売上高は8,771,189千円（前年同期比8.8％増）となり、セグメント利益は222,265千

円（同68.1％増）となりました。

 

　　不動産事業

　不動産事業では、新規テナントの誘致等による資産の有効活用に努めた結果、当事業の売上高は808,709千円

（前年同期比2.0％増）となりましたが、諸経費の増加などにより、セグメント利益は274,195千円（同4.3％

減）となりました。

 

　　物品販売事業

　飲食事業では、ミスタードーナツが新商品の販売やネットオーダー、デリバリーサービスなどにより好調に推

移するなか、ミスタードーナツ小阪店の改装を実施し、本年６月にリニューアルオープンしたほか、民間企業の

福利厚生施設の運営受託も堅調に推移しました。こうした結果、当事業の売上高は2,826,836千円（前年同期比

9.7％増）、セグメント利益は199,484千円（同10.2％増）となりました。

 

　　その他事業

　新商品の販売や各種イベントの開催などによる集客に努めましたが、自動車教習所事業では新規教習生が減少

したため、当事業の売上高は397,152千円（前年同期比12.3％減）、セグメント損失は6,181千円（前年同期は

18,915千円のセグメント利益）となりました。

 

　②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により971,129千円の

資金を獲得し、投資活動により76,807千円、財務活動により972,890千円の資金を使用したことにより、資金残高

は前連結会計年度末に比較して78,568千円減少の1,818,301千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前中間純利益は780,991千円となり、前年同期に比較して108,910千円増加しましたが、未払金などの

減少により、営業活動により得られた資金は、前年同期に比較して76,777千円減少の971,129千円となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　補助金の受入による収入が増加したことなどにより、投資活動により使用した資金は、前年同期に比較して

168,421千円減少の76,807千円となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の純減少額が増加したことなどにより、財務活動により使用した資金は、前年同期に比較して

317,228千円増加の972,890千円となりました。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和６年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和６年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,718,688 25,718,688 非上場
単元株式数

1,000株

計 25,718,688 25,718,688 － －

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和６年４月１日～

令和６年９月30日
－ 25,718,688 － 1,285,934 － 317,993

 

EDINET提出書類

奈良交通株式会社(E04170)

半期報告書

 6/24



（５）【大株主の状況】

  令和６年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

近鉄バスホールディングス株式会社 大阪府大阪市天王寺区上本町6丁目5－13 15,722 61.25

近鉄保険サービス株式会社 大阪府大阪市中央区谷町9丁目5－24 1,226 4.78

株式会社南都銀行 奈良県奈良市橋本町16 828 3.23

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2丁目2－1 795 3.10

奈良交通社員持株会 奈良県奈良市大宮町1丁目1－25 425 1.66

いすゞ自動車近畿株式会社 大阪府守口市八雲東町1丁目21－10 164 0.64

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台3丁目9 160 0.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6－6 148 0.58

岡田晴光 奈良県桜井市 109 0.43

奈良日野自動車株式会社 奈良県磯城郡川西町唐院18－1 100 0.39

計 － 19,680 76.68
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和６年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　　49,000

 

－

 

－

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　25,586,000 25,586 －

単元未満株式 普通株式　　　　　83,688 － －

発行済株式総数 25,718,688 － －

総株主の議決権 － 25,586 －

 （注） 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式368株が含まれております。

 

②【自己株式等】

令和６年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

奈良交通株式会社

奈良県奈良市大宮

町1丁目1－25
49,000 － 49,000 0.19

計 － 49,000 － 49,000 0.19

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当しますが、同項ただし書

後段の規定に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（令和６年４月１日から令和６年

９月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,921,869 1,843,301

受取手形、売掛金及び契約資産 2,424,633 2,059,866

棚卸資産 ※１ 153,115 ※１ 162,312

その他 602,720 360,912

貸倒引当金 △153 △114

流動資産合計 5,102,185 4,426,278

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 3,285,130 ※２ 3,235,725

車両運搬具（純額） ※２ 719,284 ※２ 705,885

土地 21,006,501 21,006,501

リース資産（純額） 1,560,315 1,415,953

その他（純額） ※２ 416,743 ※２ 407,191

有形固定資産合計 26,987,975 26,771,257

無形固定資産 ※２ 327,330 ※２ 292,891

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 － 146,451

繰延税金資産 291,841 299,522

その他 532,707 565,581

貸倒引当金 △46,240 △46,240

投資その他の資産合計 778,308 965,315

固定資産合計 28,093,614 28,029,464

資産合計 33,195,800 32,455,743
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 769,801 557,740

短期借入金 3,890,000 3,290,000

１年内返済予定の長期借入金 1,048,191 946,664

リース債務 451,884 400,588

未払金 1,010,929 177,146

未払法人税等 122,171 294,167

預り金 1,362,226 1,315,210

賞与引当金 420,514 735,486

その他 1,881,726 1,960,416

流動負債合計 10,957,445 9,677,420

固定負債   

長期借入金 4,749,994 4,826,662

リース債務 1,260,313 1,157,991

再評価に係る繰延税金負債 3,401,682 3,401,682

退職給付に係る負債 191,681 359,729

長期預り敷金保証金 1,638,117 1,638,329

その他 37,237 42,197

固定負債合計 11,279,027 11,426,591

負債合計 22,236,473 21,104,011

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,285,934 1,285,934

資本剰余金 317,993 317,993

利益剰余金 4,470,992 4,878,230

自己株式 △12,041 △12,415

株主資本合計 6,062,877 6,469,742

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,359 12,213

土地再評価差額金 4,703,465 4,703,465

退職給付に係る調整累計額 181,625 166,310

その他の包括利益累計額合計 4,896,449 4,881,989

純資産合計 10,959,327 11,351,731

負債純資産合計 33,195,800 32,455,743
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

売上高   

自動車運送事業等営業収益 8,045,116 8,753,208

その他の営業収益 3,123,688 3,236,291

売上高合計 11,168,805 11,989,499

売上原価   

自動車運送事業運送費 ※１ 7,045,385 ※１ 7,588,050

その他の事業売上原価 1,405,533 1,424,673

売上原価合計 8,450,918 9,012,723

売上総利益 2,717,886 2,976,775

販売費及び一般管理費   

自動車運送事業等販売費及び一般管理費 ※２ 719,684 ※２ 808,290

その他の販売費及び一般管理費 ※３ 1,370,155 ※３ 1,480,607

販売費及び一般管理費合計 2,089,840 2,288,898

営業利益 628,046 687,877

営業外収益   

受取利息 79 152

受取配当金 935 1,867

助成金収入 33,256 122,960

雑収入 30,307 21,981

営業外収益合計 64,579 146,961

営業外費用   

支払利息 36,612 40,062

雑支出 2,733 3,042

営業外費用合計 39,345 43,104

経常利益 653,280 791,733

特別利益   

固定資産受贈益 6,542 －

補助金収入 17,609 －

特別利益合計 24,151 －

特別損失   

固定資産除却損 5,351 10,742

特別損失合計 5,351 10,742

税金等調整前中間純利益 672,080 780,991

法人税、住民税及び事業税 171,162 245,399

法人税等合計 171,162 245,399

中間純利益 500,918 535,592

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 500,918 535,592
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【中間連結包括利益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

中間純利益 500,918 535,592

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,060 853

退職給付に係る調整額 △5,322 △15,314

その他の包括利益合計 △2,262 △14,460

中間包括利益 498,656 521,131

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 498,656 521,131

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 672,080 780,991

減価償却費 533,258 570,013

貸倒引当金の増減額（△は減少） △300 △39

賞与引当金の増減額（△は減少） 116,572 314,972

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △15,777 △438

固定資産売却損益（△は益） 320 △101

補助金収入 △17,609 －

助成金収入 △33,256 △122,960

固定資産除却損 5,351 10,742

固定資産受贈益 △6,542 －

受取利息及び受取配当金 △1,015 △2,019

支払利息 36,612 40,062

売上債権の増減額（△は増加） 242,840 364,767

棚卸資産の増減額（△は増加） 11,689 △9,196

仕入債務の増減額（△は減少） △178,917 △212,061

未払金の増減額（△は減少） △222,371 △777,757

未払又は未収消費税等の増減額 △32,262 76,408

預り敷金及び保証金の返還による支出 △724 △742

預り敷金及び保証金の受入による収入 38,418 954

その他 △27,007 △5,170

小計 1,121,357 1,028,424

利息及び配当金の受取額 1,015 2,019

利息の支払額 △35,172 △40,809

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △137,815 △73,936

助成金の受取額 92,101 55,432

雇用調整助成金の受取額 6,419 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,047,907 971,129

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 10,000 10,000

固定資産の取得による支出 △320,331 △311,915

固定資産の売却による収入 3,861 5,397

補助金の受入による収入 86,084 214,963

短期貸付けによる支出 △32,803 △143,182

短期貸付金の回収による収入 35,454 165,363

その他 △17,494 △7,433

投資活動によるキャッシュ・フロー △245,229 △76,807

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 △600,000

長期借入れによる収入 100,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △121,805 △124,859

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △232,544 △220,764

自己株式の取得による支出 △5 △373

配当金の支払額 △101,307 △126,893

財務活動によるキャッシュ・フロー △655,662 △972,890

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 147,015 △78,568

現金及び現金同等物の期首残高 1,948,911 1,896,869

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,095,927 ※ 1,818,301
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　令和４年10月28日。以下「令和４年

改正会計基準という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、令和４年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号　令和４年10月28日。以下「令和４年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による当中間連結会計期間の中間連結財務諸表への影響はあ

りません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、令和４年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用

後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結財務諸表

及び前連結財務諸表への影響はありません。

 

（棚卸資産の評価方法の変更）

　当社グループは、棚卸資産のうち、商品に係る評価方法は、従来、主として売価還元法による原価法（連結貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりましたが、当中間連結会計期間

より、商品に係る評価方法は、主として、最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）に変更しております。

　この評価方法の変更は、システムの変更を契機に評価方法を見直したことに伴うものであります。なお、この変

更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　　（税金費用の計算）

　　　　　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

　　　　の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和６年９月30日）

商品及び製品 38,513千円 41,004千円

仕掛品 18,111 17,536

原材料及び貯蔵品 96,490 103,771

 

※２　取得価額から直接控除した圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和６年９月30日）

建物及び構築物（国庫補助金等） 233,326千円 233,326千円

車両運搬具（国庫補助金等） 1,203,209 1,203,209

機械及び装置（国庫補助金等） 25,498 25,498

工具、器具及び備品（国庫補助金等） 83,054 80,732

ソフトウエア（国庫補助金等） 97,338 97,338

計 1,642,427 1,640,105
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（中間連結損益計算書関係）

※１　自動車運送事業運送費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

人件費 4,725,898千円 5,060,743千円

（うち賞与引当金繰入額） (402,488) (546,693)

（うち退職給付費用） (114,240) (127,662)

燃料油脂費 689,321 693,151

車両修繕費 374,876 472,092

減価償却費 397,167 427,758

その他諸経費 858,120 934,304

　計 7,045,385 7,588,050

 

※２　自動車運送事業等販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

人件費 483,122千円 555,324千円

（うち賞与引当金繰入額） (47,570) (72,459)

（うち退職給付費用） (12,664) (12,849)

その他諸経費 236,561 252,965

　計 719,684 808,290

 

※３　その他の販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

人件費 944,458千円 1,016,977千円

（うち賞与引当金繰入額） (76,613) (98,332)

（うち退職給付費用） (5,016) (6,504)

その他諸経費 425,697 463,629

　計 1,370,155 1,480,607

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

現金及び預金勘定 2,120,927千円 1,843,301千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △25,000 △25,000

現金及び現金同等物 2,095,927 1,818,301
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和５年６月23日

定時株主総会
普通株式 102,687 4 令和５年３月31日 令和５年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和６年６月24日

定時株主総会
普通株式 128,353 5 令和６年３月31日 令和６年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益
計算書計上額

 自動車運送
事業

不動産事業 物品販売事業 その他事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,045,116 731,221 1,939,857 452,609 11,168,805 － 11,168,805

セグメント間の内部売上
高又は振替高

18,272 61,804 636,182 67 716,327 △716,327 －

計 8,063,389 793,026 2,576,040 452,676 11,885,132 △716,327 11,168,805

セグメント利益 132,229 286,602 180,988 18,915 618,736 9,310 628,046

（注）１．セグメント利益の調整額9,310千円は、セグメント間取引消去であります。

     ２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益
計算書計上額

 自動車運送
事業

不動産事業 物品販売事業 その他事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,753,208 742,846 2,096,373 397,070 11,989,499 － 11,989,499

セグメント間の内部売上
高又は振替高

17,981 65,862 730,462 81 814,388 △814,388 －

計 8,771,189 808,709 2,826,836 397,152 12,803,887 △814,388 11,989,499

セグメント利益又は損失
（△）

222,265 274,195 199,484 △6,181 689,763 △1,886 687,877

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△1,886千円は、セグメント間取引消去であります。

     ２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

（金融商品関係）

　金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

 

（有価証券関係）

　有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

 
自動車運送事
業

不動産事業 物品販売事業 その他事業 計

乗合・特定 4,583,275 － － － 4,583,275

貸切 1,478,077 － － － 1,478,077

乗用 877,663 － － － 877,663

貨物 265,059 － － － 265,059

旅行 64,517 － － － 64,517

駐車・駐輪場等 － 261,577 － － 261,577

物品販売 － － 1,939,857 － 1,939,857

その他 － － － 452,609 452,609

顧客との契約から生じる収益 7,268,591 261,577 1,939,857 452,609 9,922,636

その他の収益 776,524 469,643 － － 1,246,168

外部顧客への売上高 8,045,116 731,221 1,939,857 452,609 11,168,805

 

　当中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

 
自動車運送事
業

不動産事業 物品販売事業 その他事業 計

乗合・特定 5,139,435 － － － 5,139,435

貸切 1,639,820 － － － 1,639,820

乗用 850,274 － － － 850,274

貨物 270,848 － － － 270,848

旅行 68,682 － － － 68,682

駐車・駐輪場等 － 266,010 － － 266,010

物品販売 － － 2,096,373 － 2,096,373

その他 － － － 397,070 397,070

顧客との契約から生じる収益 7,969,060 266,010 2,096,373 397,070 10,728,515

その他の収益 784,147 476,836 － － 1,260,984

外部顧客への売上高 8,753,208 742,846 2,096,373 397,070 11,989,499
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

１株当たり中間純利益 19.51円 20.86円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 500,918 535,592

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
500,918 535,592

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,671 25,669

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

令和６年11月12日
 

奈良交通株式会社  

 取締役会 御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田 安弘

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 立石 政人

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている奈良交通株式会

社の令和６年４月１日から令和７年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和６年４月１日から令和６年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、奈良交通株式会社及び連結子会社の令和６年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
  

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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